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不公平税制を是正すればこんなに増収が可能
法　人

６,２２０億円株式発行差金非課税廃止
４,６６３億円受取配当益金不算入廃止
４,３６０億円連結納税制度廃止
３２,３０７億円大企業の法人税是正

個　人
７,０００億円個人利子所得課税の是正
１３,２０９億円高額所得者の所得税是正
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（2）具体的な人件費調整項目�

（1）具体的な転換形態�

実施時期　　2003年10月�
調査対象　　日本経団連企業130社（回収59社）�

日本経団連国民生活本部�

注：数値は、厚生年金保険料率が段階的に20％引上げられた場合に、対応策として検討すると回答した企業の�
　　割合。集計対象企業数＝100％�

厚生年金保険料率の引上げに対する企業の対応�
（複数回答）�
日本経団連の調査結果�

０２度から農林年金共済（４５・９万人、３２４９億円＝０１
年度分）が厚生年金に移行した
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「高齢化社会に対応するため」として導入された
消費税。しかし、その後、社会保障は連続改悪され、
消費税の増税分、企業法人税がそっくり減税されま
した。財界は、自らの社会保障負担をのがれるため
消費税大増税を主張しています。

史上最悪の年金改悪法案がいよいよ国会に提出されま
した。法案が通れば、国会審議なしに保険料の引き上げ
と給付水準の引き下げが毎年自動的に行われることにな
ります。財源確保を口実に消費税大増税もねらわれてい
ます。何としても阻止しましょう。

リストラの野放しで年金財政はひっ
迫。労働者の雇用と生活を安定させ、年
金の財源をしっかり確保しましょう。

厚生年金だけでも１７５兆円ある巨額な
年金積立金を計画的に取り崩し、給付に
あてるようにしましょう。

政府が国民に約束した基礎年金の国庫
負担分２分の１は即実施すべきです。軍
事費や税金のムダをなくし、さらに税率
をもとに戻せば実施は可能です。
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国会審議なしで負担は毎年アップ、給付は毎年ダウン、国庫負担増は先のばし

誰でも安心の最低保障年金制度を
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年金制度建て直しへの緊急提案

�雇用を増やして財源確保

�巨額な積立金を取り崩す

�国庫負担をすぐ２分の１に

「１００年安心の制度改正」と言ったのは誰なの？
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